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はじめに
国民と国家を政治的に媒介するものとして，人的な要素として政党が，機能
的な要素として選挙が，不可欠なものとなっている点において，大衆民主主義
的実体を伴う国民主権を原則とする諸国に共通している。
国民の政治的意思の形成とそれの国家意思への転化を手助けし， ともに行う
べき使命をもっ政党と選挙が むしろ逆に既製の国家意思を背景に利益誘導に
国民を誘い込み，それによって政治的意思の媒介を怠り，国民と国家の聞を遮
断する機能を果たす傾向もまた，多かれ少なかれ諸国に共通するようである。
法の支配を憲法原則とする日本国憲法の下で，第八次選挙制度調査会の，選
挙制度と政党への資金助成を内容とする答申が それらの憲法との関連をまっ
たく考慮せずに政治論に終始していたのは きわめて奇異なことである。（1)
明治憲法時代には政治論がしにくいから憲法論の形態をとって政治を論じたこ
ととの対比で言えば憲法論がしにくいので 政治論の形態をとって憲法を論
じたことにしてしまおうということであろうか。
本稿は， ドイツにおける国家による資金助成の問題を中心にして，選挙と政
党の事がどのような憲法論の下で論じられているか また国家による資金助成
の先輩国においてどのような実態が生じているかを見て それらを参照しなが
らわが国の問題を考える憲法論の判断枠組みを素描する。
1. ドイツにおける政党に関する歴史的枠と憲法上の枠
ドイツにおいて政党の危機が語られる政治状況は，第二次大戦後の東西対立
の国際関係に刻印されて 「西」の優位を政治領域で追求して来た現代民主主義
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の到達点であると同時に，「東西対立の崩壊」とともに新たな出発点を示唆する
転換点にさしかかっているかのようである。政治学者たちが寄稿している「危
機における政党」の編者は 「基本法によれば 政党は政治的意思形成に協力す
る。憲法現実においては，政党の政治的意思形成への参加からは，権力の独占
と，ほとんど意見の独占が生じている。……市民意思の台頭が語られている。
政党は代表議会制民主主義と市民の直接的政治参加の石臼の聞にはさまってい
るのか？」（ 2），と語っている。
政党の「国家への接近」が増大する政党民主主義の展開が，頂点に達してい
ると見るH.P.シュナイダーは，それ故の「一党システムの複数主義版」が語ら
れる政党国家における，市民と政党の関係の現状を次のように診断している。
「市民にとっては政党はしばしばどうでもよいか，またはうさん臭い。政党
が土台との接触を失い，そして今ではもう自分たち自身の回りを回転するばか
りであればあるほど，『政党への嫌気』が広まる口『政党への嫌気Jは長期的に
は公的生活にとって危険な無関心を導き得る。」（3) 
(1）まず，主としてH.P.シュナイダーの政党に関する憲法論の立て方を追い
ながらドイツの政党の事実と法の両面からの分析をたどってみよう。
H.P.シュナイダーは，政党の「歴史的理論的枠」と「憲法的・憲法実務的枠j
の両面から政党の比較分析の共通の枠を獲得しようとする。
3つの展開傾向を歴史的理論的枠として挙げるが，それらは，①，単に政治
的に能動的な上層階層が組織される名望家結社・エリート団体から，以前より
ははるかに強く，個人的利益の促進に使えるよりは広範な土台のイニシアチブ
とあらかじめの決定に依存する「党員政党」に発展していること，②，なおも
今世紀の中葉までまさに宗教的熱狂で戦っていた世界観政党から，その政治目
標が政治的意思形成の全領域を覆い，かつ現在の諸状態の綱領による変更を目
指している「綱領政党」が生まれている ③，イデオロギー的諸要素および特
定の階級への拘束の後退によって，同時に「国民政党」，したがって，潜在的
には誰でもが選ぴ得る，それゆえにまた政治権力を巡る相対的に聞かれた競争
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関係に立つ「大衆組織」の性格を身につけている（ 4），の3点である。政党の危機
が，そして「政党への嫌気」が広がっているのは，このような国民政党が支配的
な政治の下において，である。（ 5)
これらは， H.P.シュナイダーが，ヨーロッパ各国の多様な政党の在り方が
当然にそれぞれに「異質の歴史的起源，イデオロギー場の相違，構造上の特殊
性」をもっていることを了解したうえで，なお共通の比較基準としているので
ある。
(2)H.P.シユナイダーは， ドイツにおける政党の形成について，政党の発生，
歴史的概観を記述した後，「現在の政党構造に関する概観」を与えている。
その政党構造は，「双極的4党システム」で，それは，「本質的には，それぞ
れに大きな国民政党と小さな利益政党を伴う， 2つの世界観上の基本方向が対
峠していることに基づいている一保守的（右派的）グループ（CDU /CSU ,FDP) 
と穏健に進歩的な層である」（7），という。そして，「あらゆる人にとって選ぴ
得る政党」はCDU/CSUとSPDで， FDPとGri.inet土「時々に一定の依頼人」に
依存する政党とみる。（8) 
(3）個々の政党それぞれについて，依って立つ価値観と政策，それらを支持す
る社会層の対応関係とその変遷を分析しているが，注目すべきは，第二次大戦
後35年目にして初めて結成された新政党ニグリュウネンの台頭によって顕在化
した，民主主義にとっての政党と政党構造，議会主義の意義の問題の指摘であ
る。
グリュウネンのような抗議・利益政党の性格をもっ政党が国民に継続的に支
持され，重要で実効的な政治勢力となったことは， H.P.シュナイダーによれ
ば，政党政治一般にかかわる諸問題を示している。それは 政党政治に対する
反感であり，さらに政党政治によって運営されている議会諸機関に対する反感
である（ 9）。彼は，その原因は，前者については，「政党の国家への接近J及び
「政党国家の肥大（異常発達）」にあると見，後者については，それらのほかに
直接には「政党分裂 政党エゴイズム，政党への嫌気」と見ている。（川政党レ
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ベルの，あるいは政党の側のこれらのいわば病理現象が，議会諸機関の機能と
統合力を弱めている，という O (11 
逆に’議会主義の領1から問題をみると政党政治のそのような現実は議会のあ
り方に何をもたらしているか。「議会の多数による諸決定が，受け入れられな
い場合や，抗議しか受けない場合には，政党の怠慢，すなわち適時に，オープ
ンにそしてフェアに情報提供をしなかったり，説得力をもって，かっ首尾一貫
して十分に議論しなかったり 柔軟 かつ市民に接近して行動しなかったりす
る政党の側の怠慢も，他の要因とともに，しばしば責任を負っている」。（凶
そこで問題となるのが，制度としての民主主義の仕組みの中で原理としての
民主主義を機能させるにはどのような条件が必要か ということである。
H.P.シュナイダーは 「意識的に意思形成の国民投票的形態を断念する民主
主義秩序（ドイツのように）においては」，国民と国家諸機関との間で，議会と
ともに政党がどのような役割を引き受けなければならないか，を問題とする（日）。
政党が，「国民と国家諸機関の間の代表関連に切り離しがたく接合される」に
は，議会だけでなく政党にも同じように3つの任務が課されている， というー
すなわち，「多元的な諸利益の凝集J，「予防的な紛争予測J，「革新的な政治コ
ンセプトJである（附。その際，民主主義の観点から政党の立つ地点と果たすべ
き機能は，「もちろんのこと政党には，公共の福祉または国家行動の統一の確
保への配慮などではなくて むしろ国民の関心事と志向を受け入れ，政治へと
転換することが義務づけられている」(15）ということになる。
このようにH.P.シュナイダーの見解をたどってくると，彼は，国民自体が
政治的意思を直接に国政に反映する方法をもたない制度の下では，議会のみな
らず，政党も民主的代表機能を果たすべきものと考えていることが理解できる。
民主的代表機能を果たすべき政党は 国民から国家機関へと政治的意思を反
映あるいは橋渡しする機能を引き受ける任務を負うものであるから，「一方で
はより強い「市民への方向づけ（Bi.irgerorien tierung）」が要求され，「他方で
はより少ない「統治への参加（Mitregierung）」が要求される O（川政党がこの
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要求とは逆の比重の働きをするならば そのことは当該政党の所属議員の議員
としての役割を民主主義に反するものとすることとなる。 H.P.シュナイダー
は，「議会の平面では，必然的に委任の広範囲に及ぶ道具化と代議士に与えら
れる諸権利の縮減を導かざるを得ない」（17）と，いう。
政党が，そして所属議員が民主的代表機能を果たさなくなっているとすれば，
そのことが政党国家に，そして議会にどういう影響を与えるか。
H.P.シュナイダーが想定している事態は，グリュウネンの挑戦を受けて顕
在化したドイツの連邦議会の状況である。「政党が社会的紛争にたんに反応す
るだけで，既存の権力諸関係をせいぜいのところ安定化させるj機能を果たす
に過ぎないのであれば，「政党国家も全体として硬直化し，そして多数形成の
決定過程や妥協の発見は 単なる儀式に堕し」てしまうが反対に「政党が国
民の基本的な諸利益（個別的性質の利益も）を具体的な政治に転化し実施する
ことができるようになれば，それだけ議会制代表システムに対する国民投票的
安全弁の要求は減少する」（附と，いう。
以上が， H.P.シュナイダーがドイツの歴史的枠として把握した政党国家，
政党の政治的条件の側からの状況と問題点であった。
(4）次に，憲法規定 とくに21条や憲法判例，憲法を具体化する法律によって
形成されている憲法上の枠として 政党と政党国家の在り方がどのように規範
化されているか，そこにどういう問題点があるのか， H.P.シュナイダーの所
説を見てみよう。
基本法21条1項1段の「政党は，国民の政治的意思形成の形成に協力する」と
いう規定は，彼によれば，与党であるか野党であるかにかかわらず，およそ政
党に国民の政治的意思形成に協力する任務を指定しているということは，「本
来的にまさに自己理解」を示すものである。すなわち，「政党なしには国民は
国民としてだけではそもそも活動能力がないからである。選挙の組織化のため
のみならず，政治的意思の予めの形成のためにも，議会と政府への影響力行使
のためにも，国家的決定の目標や射程距離に関する情報のためにも，要約すれ
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ば，市民と国家機関との間の恒常的で生き生きとした結合のためにも政党は必
要である」（削という自己理解である。 H.P.シュナイダーの解釈によれば， 21
条1項1段が，このように政党が今日では「憲法生活の決定的な統合要素」であ
り，自由な民主主義に欠かせないとの立場に立ったのは，「政治的に能動的な
市民なしには国民に責任をもっ政府が存在し得ないのと同じだJという事実を
考慮しているから，である。（初）
連邦憲法最高裁は，政党の役割を選挙の自由との関連で 次のように判示し
たことがある。「選挙は，それが自由である場合にのみ 基本法20条2項の意
味における民主的政当化を与えることができる。このことは，強制と許されぬ
圧力から免れている投票行為（基本法38条1項）のみならず，有権者が意見形
成の自由な，聞かれた過程の中で判断を獲得し，判断を下し得ることを，同じ
ように要求する。このことが，現代議会制民主主義においては政党の存在を前
提とするのである。政党は，能動的市民を自発的に，国家諸機関の中での意見
形成に参加する目標をもって実際行動を行う単位に統合し そうして能動的市
民に国家事象に実効的な影響行使ができるようにする，使命を与えられている。
(5）基本法21条に続いて規定されている政党結成の自由 内部秩序を民主主義
原則に方向づけるように政党に義務づけていること，政党財政についての公開
原理は，いずれも，ナチス・ヒトラーの政治に対する反省と批判を踏まえている。
H.P.シュナイダーは この反省と批判に明確に基礎づけて憲法上の枠を確
定し，規範的意味を引き出す。ナチス支配の下で，新政党の結成は法律によっ
て禁止されていたが彼は，基本法が政党結成の自由を法規範化はこれに対す
る「リアクション」と見なすとともに，「同時にそれによって，政党の国家に
対する原理的な独立が保障される口国家諸機関は政党の設立をその認可に依存
させるのも，なおそもそも政党内の事柄に影響力を行使するのも許されない。
さらに，国家諸機関はある政治的集団が政党の性格を有するか有しないかに関
して妨げられている。単に選挙との関連において 名簿特権の審査にあたって，
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選挙委員会にはしばしば難しい任務 有権者同盟の政党としての特性を決定し
なければならない任務が与えられている。しかしそのことを越えては，政党は，
いかなる国家監督，コントロールまたは後見にも服さない。」（22)
政党の内部にまで踏み込んで、，そこに民主主義原則を要求し，義務づけるこ
とまでする基本法21条 1項3段も， H.P.シュナイダーによれば，「ナチスの『
指導者原理』との不幸な経験に由来」するが その意味と規範としての限界は
「民主主義秩序は政治的意思形成の出発点も 国家意思形成と同様の複数主義
的組織・手続に服しているときだけに機能し得るという経験に照応する。国家
におけるように，政党においても，討論と決定の過程は同様に『下から上にJ
行われるべきものであり，少数者の権利が保護され，かつ任務は分権化される
べきものとされる。その限りでは，基本法21条 1項3段は「自由委任」（同38
条 l項2段）と結びついて同時に党内反対者もの一部の正当性を保障しているJ
規定である。（23)
「政党はその資金の出所について公開の報告をしなければならない」（21条 1
項4段）という規定は， ドイツの政党に決算報告の義務を課しているが， この
規定を基本法に採用させたのは，大企業のヒトラーへの政治資金の提供による
その政権掌握という経験であった。だが，公開原理は長い間政党によってサボ
タージ、ユされ，スキャンダルを契機にようやく実施されることになった。「ワ
イマール時代の後期に，大資本がむさぼるような仕方で相当な資金でヒトラー
を支持し，そしてそのようにしてヒトラーの権力掌握に寄与したのである。こ
のことは繰り返されるべきではないものとされたから，そこでまずはいずれに
しても資金の『出所jが公開されなければならなかった。この要請は，しかし
ながら，連邦ドイツの諸政党によって数十年にわたって遵守されなかった。政
党への寄付者は，財政官庁にその名が知られていなかったということのゆえに
のみ非合法な税制上の利益を得られるということが判明して（政治資金調達ス
キャンダル）初めて，憲法が1984年に改正され，政党の公開義務は資金の使い
道と政党の財産にも拡大された。」（24)
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(6）連邦憲法裁判所は 政党に関する憲法上の枠に関してどう判断してきたか。
政党にかかわるあらゆる法的問題は この憲法裁判所を舞台に論議され決定さ
れ，再考され，法律制定者をリードしてきた，といえる。同裁判所は，すでに
30にも及ぶ判決を下しているのである。憲法判例において形成されたきた政党
に関する憲法解釈は，理論的には，ライプホルツの政党国家論の影響（お）とそ
れに対する批判を争点の軸にして展開されてきた。内容上は，民主主義原理の
下での「民主的政党国家」のありかたをめぐる理論的対立であった。（26)
H.P.シュナイダーは 憲法判例を貫いている考え方を，以下のように要約
している口
「政党には政治領域において包括的な任務設定が生じているーなぜなら政党
なしには現代の平等を目指す大衆民主主義においてはもはや政治的意思形成は
組織化されないからである。それによって，政党は市民と国家諸機関との聞の
中間構成要素， 『仲介者Jとなる。政党は，政治権力に向けられた意見，利害，
動きを集め，それらをその内部で均衡をとり，市民が選び得る選択肢を形成す
る。さらに政党は議会システムの中で 最高国家官職の任命への決定的な影響
力を行使する。政党は，議会多数派を形成し，かつ政府を支える限りにおいて，
国民と国家の政治的指導機関の間の最も重要な結合をっくり，そしてその結合
を維持する。少数政党としては 政党は 政治的反対派を形成して，それを実
効的にする。少数派の政党は，国家的諸制度と官職の中に入って働くことによっ
て，しかもとくに議会と政府への影響を通して，国家意思形成に影響を与える。
複数主義的民主主義におけるきわめて重要で中心的な役割について，政党は少
なくとも，憲法機関の機能を承認されている。J(27)
憲法判例におけるこの考え方が 政党は，一方において，自由に結成・形
成されて社会領域に根付いている政治的行動単位とされながら，他方で，政党
が，政治的意志形成の決定的な中核となり，また国家装置を広範囲に占拠する，
ことに大きく寄与したのである。（鈎）さらには 議員への自由委任に対する政党
支配の優位や政党への資金助成を容認する憲法的根拠を提供したのである。（29)
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H.P.シュナイダーは この判例と政党国家との現実の照応関係に起因する
批判の実例を一般的に列挙しているが，それらは，「他のいかなる制度とも比
べることのできない，国家内の権力的地位を，政党を助けて獲得させる裁判で
あって，このことが，すべての国家権力はもはや国民からではなくて，今はも
う政党から発する状況を導いてしまった」 「選挙行為は別として，市民は実際
には政党によって系列化されている」，「選挙の場合でさえ政党は候補者名簿作
成の独占権をもっている」，「政党はまさに，政治的な独占代理請求権を主張す
るよう激励されている。このことが 政党を，危険な『国家に親密な間柄』に
してしまい，そして政党の市民との接触を弱めてしまったJ，「このようにして，
政党国家の一定の『硬直現象Jという事態になってしまい これは，社会に対
して政党が新しく聞かれたものになることによって克服されなければならないJ,
などである。（制政党国家の現実が，すべて憲法裁判所の判例によって創出され
ているのではないにしても H.P.シュナイダーは これらの批判は「核心に
おいて根拠があるJと肯定している。
「現代政党民主主義」と称される民主主義の政治形態に対して提起されてい
る克服のための処方築は 「市民に 彼らの見解努力や利害を選挙の外でも
直接に効果を発揮させる，意思形成の補充的形態と手続（議会制民主主義の国
民投票的強化）J31）である。
ドイツの政党国家の現実が示しているのは ナチス的政治支配の欠陥や危険
性を除去すべく明確に意図されて規定された政党条項が 憲法裁判によって熟
慮されたその具体化にもかかわらず，政党が国民からますます遠ざかり，逆に
国家に接近し過ぎている姿であり，その民主主義の歪みに対して国民が，政党
や議会に委ねられている意思形成の一部を取り戻そうとする民主主義意識を呼
び起こしているということである。
(7）政党条項を具体化する法律は1967年に至って，「政党に関する法律」が制定
され， 1984年の改正を経て詳細な規定を得た。この法律には，政治資金調達に
関する諸規定とともに，政党の地位，概念，任務についてに規定，政党の憲法
- 9 ( 393) -
適合的な諸権利，並びに政党の内部構造の要請を考慮すべきものとされる数多
くの政党内組織・手続規定が定められている。
この法律は，少なくとも 2大政党が合意した場合にのみ改正が成立し得る，
というように扱われている。（32)
(7）基本法21条2項の政党禁止条項の存在が「憲法保護の予防措置」と位置づ
けられ， 1993年のヒトラーのナチスによる「合法的」権力奪取の経験に基づい
たもので，「闘う民主主義」の思想に照応することは，よく知られている。ま
た，この条項がすでに 2回（1952年一SRP,1956年一KPD）適用されたことも
周知のことである。
H.P.シュナイダーは，この問題に関しては，その後の政党禁止から就業禁
止への展開のことについても，客観的に記述するだけで，きわめて冷淡な態度
を示している。政党禁止条項の適用事例に対する一般的反応として，「経験上
政党を除去するのではなくて たんにコントロールの困難な非合法に追いやる
だけだ，という理由」で問題とされていて，したがって 「将来もう一度政党
禁止が言い渡されることはほとんど期待できない」と，将来の見通しを述べる
。（33）しかし，この条項が民主主義にプラスに働くか，マイナスに働くかは別と
して，政治状況の転回によってはドイツ民主主義の将来に影を落とす可能性は
否定できないと思われる。
?
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